
社 協 名

１．社協基本情報

所在地

入居施設の名称 ６月２１日～

入居施設の情報

電話

FAX （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　※その他の場合は御記入ください。

ｅ-mail

ホームページアドレス

ホームページ以外の広報機能（実施しているものに○） SNS 広報誌 その他 ○ （ ） ４．地域の状況（令和５年４月１日現在）

２．役員等の状況

理事数 6名 以上 常務理事 名

監事数

評議員数 10名 以上

評議員選任・解任委員会 監　　事 1名 外部委員 1名

会計監査人

３．職員の状況

（１）職員数　

５．会費の状況（前年度実績）

会費の徴収方法

正規職員 1名 名 名 2名 名 名

嘱託職員 名 名 名 名 名 名 その他の場合の徴収方法

臨時職員 名 名 名 1名 名 名

パート・その他 名 名 名 名 名 名

職員総数 1名 0名 0名 3名 0名 0名

（２）地域福祉活動部門の職名 （３）キャリアパス等の状況　

名 ６．地域福祉活動計画策定状況 ９．所有財産（施設）の状況

名

生活支援コーディネーター 名

1名

3名 ７．地域福祉計画策定状況（行政）

第１層 名 第２層 名 名

専任⇒ 名

名 専任⇒ 名

８．災害VC設置マニュアル策定状況 １０．社会福祉充実計画の状況

（４）職員の資格取得状況（複数回答可） 計画の有無

名 保健師

名 看護師

1名 保育士

2名 理学療法士

名 作業療法士

名 管理栄養士

名

名

名

名

令和３年３月

精神保健福祉士

介護福祉士

介護支援専門員

介護職員初任者研修（旧 ヘルパー2級）

介護福祉士実務者研修（旧 ヘルパー1級）

CSWの配置にかかる財源コミュニティソーシャルワーカーの配置状況

名

社会福祉士 名

1名

総　数

3名

0名

法人運営部門
地域福祉活動部門
（ボラ、生福含む）

在宅介護・施設
サービス部門

現任

自治会に依頼

福祉活動専門員

コミュニティソーシャルワーカー

上記のうち職名は異なるがCSWとして位置付けている職員数

円特別会費（単価）

法人会費（単価）

正規職員の職種別給与表

地域福祉コーディネーター

0名

4名

人事考課制度

その他

生活支援コーディネーターの配置状況

職員研修計画　　※社協全体としての計画

うち　⇒　CSW実践者養成研修受講者

500円

生活保護受給者数

36名

計画期間策定年月

令和３年度～令和７年度令和３年３月

取組内容

策定年月

令和５年８月

計画期間

その他（　　　　　　　）

策定年月

無

85.8%

令和３年度～令和７年度

円

団体会費（単価）

賛助会費（単価）

円

1,000円

29

4,353名

対象外

社協だより

43.4%

会長選出区分

事務局長名

事務局員 身体障害者手帳交付者数

一人暮らし高齢者数

高齢化率

65歳以上人口

世帯数

254名

199名

1,889名

1,710世帯

新規採用

令和５年度市町村社会福祉協議会状況調査　調査項目

40世帯

32名

41名

   ⇒ 加入率

9名

名

3名

精神障害者保健福祉手帳交付者数

療育手帳交付者数

15名

2名

町内会（自治会・行政区）数

母子・父子世帯数

井川町 社会福祉協議会

指定管理の対象

人口

一般会費（単価）

鈴木　嘉

行政職兼務

遠藤　慶太

行政職兼務

会計監査人の区分

以下9名

以下20名

018-874-2611

理事定数

1名

ikawasyakyo@orion.ocn.ne.jp

018-874-4067

監事選出区分

評議員定数

新規採用 現任 新規採用 現任

内 訳 ⇒

社協会長名
調査基準日以降に会長が変更となった場合は氏名、就任日を左欄に御記入ください。令和５年

事務局長選出区分

018-1512 南秋田郡井川町北川尻字海老沢樋ノ口７８番地１

井川町健康センター

役所・福祉事務所内
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１２．事業実施状況

　（１）相談事業の状況 （前年度実績） （５）介護保険事業の状況（事業所数） （６）障害福祉サービスの実施状況（事業所数）

　 毎日 ○ 週 ( ) 日 月 ( 1 ) 日

（２）地域福祉活動の状況 （前年度実績）

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

（３）住民参加型在宅福祉サービスの状況

財源

（７）子どもや子育て家庭を対象とした事業の状況

財源

財源

（４）在宅福祉サービスの状況

実施 財源 ○

○ 委託 8 回 円 配付方法

○

○

○

○ ○

事業名 委託 内容

事業名 内容

事業名 内容

１５．行政からの補助・委託状況（当年度）

（１）補助事業　※社協の運営費的な補助を除く ※生活福祉資金貸付事業、日常生活自立支援事業、生活困窮者自立支援事業、生活支援体制整備事業以外の事業を御記入ください。

（２）委託事業 ※生活福祉資金貸付事業、日常生活自立支援事業、生活困窮者自立支援事業、生活支援体制整備事業以外の事業を御記入ください。

その他の在宅福祉サービス ボランティア連絡協議会

遺族会

シルバー人材センター

身体障害者協会

その他の団体  （名称）

老人クラブ連合会

日本赤十字社

共同募金会・共同募金委員会

民生児童委員協議会

母子寡婦福祉会

ヵ所

１３．指定管理運営施設の状況（施設名）

手をつなぐ育成会

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

その他の事業（名称・ヵ所数）

移動支援

地域活動支援センター

相談支援【指定特定】

相談支援【指定一般】

相談支援【障害児】

意思疎通支援

児童発達支援

放課後等デイサービス

日中一時支援

地
域
生
活
支
援
事
業

障
害
児
対
象

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

地域指定モデル事業数

市町村におけるサロンの実施状況

ヵ所

ヵ所

介
護
給
付
・
予
防
給
付

ヵ所ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

養護老人ホーム

訪問型サービスＡ

訪問型サービスB

指定居宅介護支援 ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

6件

相談所の名称

相談所設置ヵ所数

窓口開設日

総合相談窓口設置の有無

市町村内の把握しているサロン数 ヵ所 ⇒内、社協事業によるもの

訪問介護

訪問入浴

各１ヵ所 114件

子ども・子育てに関する相談

相談所に寄せられた相談内容

高齢者（家族も含む）に関する相談

権利擁護に関する相談

0件 複合的な問題の相談

障害者（家族も含む）に関する相談

20件

市町村内の把握しているサロン数 ⇒内、社協事業によるもの

子育てサロン数

高齢者サロン数

地区社協の設置数

ヵ所

⇒内、社協事業によるもの

名　称

内容・備考等

介護予防グループ支援事業

地域包括支援センター（受託事業所数）

その他の事業（名称・ヵ所数）

ヵ所

救急医療情報キット（安心キット等）の配付

車椅子の貸出

在宅介護支援センター

サービス内容

心配ごと相談所/みんなの相談支援センター

有

相談受付件数

生活介護

自立訓練

自
立
支
援
給
付

福祉用具貸与

通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

就労移行支援

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

介護給付 予防給付 居宅介護

就労継続支援A型

就労継続支援B型

事業名

重度訪問介護

同行援護

行動援護

ヵ所

地
域
支
援
事
業

その他の小地域福祉活動（名称）

多世代交流サロン 市町村内の把握しているサロン数 ヵ所 ⇒内、社協事業によるもの

通所型サービスＡ

通所型サービスB

福祉員数（協力員含む）

回

障害者サロン数 市町村内の把握しているサロン数 ヵ所

16ヵ所

生活困窮に関する相談

訪問看護

短期入所生活介護

特別養護老人ホーム

ヵ所

ヵ所

ヵ所

0件

1件

82件

月 １回あたり 400

住民座談会の開催数

1ヵ所

名 ヵ所

町内会福祉部の設置数

職員が訪問して配付

5件

上記以外のその他の相談

住民を対象とした研修数

ヵ所

事業

名　称

生活支援サービスの名称 サービス内容

サービス内容

事業名

実施サービス

福祉機器の貸出（福祉ベッド含む）

シルバー人材センター補助金

緊急通報サービス

移送サービス

福祉車両の貸出

７５歳以上の高齢世帯を対象に希望者に配布

配食サービス

介護予防活動を行う町内の団体に対して活動費を助成

１４．事務局受託団体の状況（受託団体に○）

事業の概要

※介護保険における通院等介助を含む

老人福祉センターにて、健康チェックや軽運動など、介護予防に関する教室を開催（月１回）。

在宅で介護している家族を対象とし、介護者同士の情報交換やリフレッシュを図ることを目的として開催（年３回）。

一般会員保険料等補助金

認知症カフェ事業

生活管理指導員派遣事業

総合相談窓口「みんなの相談支援センター」を設置し総合相談支援を行う等、支援システムを構築する。

自立認定の１人暮らし高齢者宅を定期的に訪問し、日常生活に関する相談支援を行う。

認知症予防等に関することを主目的とし、地域の方が誰でも自由に参加できる集いのカフェを開催（年６回）。

高齢者健康教室事業

家族介護者交流会事業

重層的支援体制整備事業移行準備事業

事業名 事業の概要


